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要 約
高齢化と少子化の進展によって増大する社会保障費用を，どのように負担するのかが大

きな課題となっている。Fukui and Iwamoto（２００６）は，２１００年までの医療・介護費用の推

計をおこない，厚生労働省の発表する見通しではカバーされない，より長期的な視野から

社会保障財政の課題を分析した。そして世代ごとの生涯での保険料・総負担を推計するこ

とで，医療・介護保険を賦課方式で運営した場合には，後の世代ほど急速に負担が増加す

ることが示されている。さらに，積立型医療・介護保険を導入した場合のシミュレーショ

ンがおこなわれている。

Fukui and Iwamoto（２００６）では，給付費を抑制する政策シミュレーションはおこなわれ

ていない。本稿では，２００５年の介護保険改革，２００６年の医療制度改革によって図られた，

将来の社会保障給付費の削減が Fukui and Iwamoto（２００６）の議論にどのような影響を与

えるかを考察する。また，２００６年１２月に国立社会保障・人口問題研究所が公表した新しい

『日本の将来推計人口』の前提のもとでの積立型医療・介護保険制度の財政状況を分析す

る。

積立型の医療・介護保険制度へ移行するには，移行過程で積立金を蓄積するために，高

い保険料率を課す必要があることが，実際の導入が難しい点として指摘されている。一連

の医療・介護保険改革によって，移行期の保険料は医療・介護保険を合わせて，１２．７％か

ら１０．５１％へと減少幅で２．１３％ポイント，減少率で１６．８％の低下が見られた。負担がある

ことは避けられないものの，今回の改革は上昇幅の抑制に大きな効果があるといえる。

新しい人口推計では，少子化の一層の進展が見込まれているが，このことは医療・介護

保険を均衡財政で運営した場合の保険料負担のピークを３．１２％ポイント引き上げる。一方，

積立方式への移行を図る改革での移行期の保険料は１．２３％ポイントの上昇にとどまり，積

立方式が人口変動リスクのいくらかを吸収していることがわかる。生涯負担率で見ても，

新しい人口推計のもとでは，将来世代は積立方式への移行によって，より大きく負担が軽

減される。

さらに本稿では，具体的な制度設計について，事前積立をおこなう制度を個人勘定とす
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Ⅰ．序論

高齢化と少子化の進展によって増大する社会

保障費用を，どのように負担するのかが大きな

課題となっている。２００４年の年金改革，２００５年

の介護保険改革，２００６年の医療制度改革と立て

続けにおこなわれた社会保険制度の改革では，

将来の社会保障給付費の削減が図られることに

なった。厚生労働省は，「社会保障の給付と負

担の見通し」をほぼ１年おきに公表しているが，

表１は，これの２００４年５月推計と２００６年５月推

計を示したものである。２００４年５月推計で

は，２００４年の年金改革によって，年金給付費は

対国民所得比１２％台で推移するが，医療給付費

（対国民所得比）は２００４年の７．１％から２００５年に

は１１．２％に上昇する。介護給付費も２００４年の

１．４％から２０２５年には３．６％まで上昇すると予測

されていた。

Fukui and Iwamoto（２００６）の分析では，２１００

年までの医療・介護費用の推計をおこない，厚

生労働省の発表する見通しではカバーされない，

より長期的な視野から社会保障財政の課題をと

らえようとしている。そして２０２５年以降も医療

・介護給付費は，上昇を続けることを示してい

る。同時に，将来についての代替的なシナリオ

を考慮することで，厚生労働所の推計で置かれ

ている仮定の妥当性を検討している。また，世

代ごとの生涯での保険料・総負担を推計するこ

とで，医療・介護保険を賦課方式で運営した場

合には，後の世代ほど急速に負担が増加するこ

とが示されている。さらに，積立型医療・介護

保険を導入した場合のシミュレーションがおこ

なわれている。

Fukui and Iwamoto（２００６）では，２００４年５月

の「社会保障の給付と負担の見通し」の前提に

したがっていた。その後に，介護保険制度改革

と医療制度改革がおこなわれ，将来の医療・介

護費用を抑制する改革が導入された。２００６年５

月に発表された新しい見通しではこれらの改革

効果が織り込まれ，２０２５年の医療給付（対国民

所得比）は，２００４年推計で１１．２％であったもの

が，２００６年推計で８．８％と約２割低下している。

一方，介護給付費でも同等の数値が３．６％から

３．１％へと約１５％の低下となっている。

Fukui and Iwamoto（２００６）では，給付費を抑

制する政策シミュレーションはおこなわれてい

ない。これは，政策の前提が確かなものでない

と，机上の計算で費用の抑制と財政の帰結を描

くだけになりかねないからである。しかし最近

の改革については，政府の将来見通しにも織り

込まれたものであり，そのことが積立型医療・

介護保険の導入に与える影響について分析する

ことは，意義のある課題である。そこで本稿で

は，まず一連の医療・介護保険制度の改革によ

って Fukui and Iwamoto（２００６）の議論がどの

ような影響を受けるのかを考察する。

以上のシミュレーションは，２００２年１月に国

立社会保障・人口問題研究所が発表した「日本

るか，制度ごとの団体型勘定とするか，制度全体の勘定とするか，の選択肢についての検

討をおこなった。政策目的が医療・介護サービスへの平等なアクセスの確保にあるので，

制度のなかに強制加入で定額給付を実現するための所得再分配制度を内包する必要がある。

個人勘定や団体型勘定はこのような分配をおこなうことが困難である。移行費用を抑えて

制度全体の勘定を実現するには，岩本（１９９６）で提唱されたリスク調整をおこなう財政調

整勘定が同時に事前積立をおこなう方法が考えられる。

医療・介護保険への積立方式の導入

－４５－



の将来推計人口」を人口データとして用いてい

る。しかし，２００６年１２月に公表された新しい推

計では出生率の予測が下方修正され，少子化と

人口減少が一段と進む姿が示された。２００７年１

月に決定された「日本経済の進路と戦略」では，

これまでより高い名目経済成長を見込むことに

なった。このような想定に沿って，厚生労働省

は２００７年２月に年金財政の将来予測をおこなっ

ている。このような新しい人口推計と経済前提

のもとでの積立型医療・介護保険制度の財政状

況を分析することが，本稿の第２の課題である。

本稿の構成は，以下の通りである。Ⅱ節で

は，２００４年５月の「社会保障の給付と負担の見

通し」の前提にしたがった Fukui and Iwamoto

（２００６）での医療・介護給付費の推計方法を説

明した後，経済前提を更新した政策シミュレー

ションをおこなう。これは，制度改革後の見通

しに沿ったⅢ節の分析との比較によって，制度

改革の効果を見るためである。Ⅲ節では，まず

改革ごとに医療・介護給付費に与える影響を見

る。つぎに，積立型医療・介護保険に与える影

響を分析する。Ⅳ節では，新しい人口推計と経

済前提のもとでの政策シミュレーションをおこ

なう。Ⅴ節では，積立型医療・介護保険を具体

的に制度設計する際の論点を整理する。Ⅵ節で

は，本稿の結論が要約される。

表１ 社会保障の給付と負担の見通し（２００４年，２００６年推計）

２００４
（平成１６）

２００６
（平成１８）

２０１０
（平成２２）

２０１１
（平成２３）

２０１５
（平成２７）

２０２５
（平成３７）

２００６年５月推計
社会保障給付費

年金

医療

福祉等

うち介護

２００４年５月推計
社会保障給付費

年金
医療
福祉等
うち介護

２３．５
１２．６
７．１
３．８
１．４

２３．９
（２４．２）
１２．６

（１２．６）
７．３

（７．６）
４．０

（４．１）
１．８

（１．８）

２５．４
１２．８
８．２
４．３
２．２

２４．２
（２５．３）
１２．５

（１２．９）
７．５

（８．０）
４．２

（４．５）
２．０

（２．３）

２５．３
（２７．４）
１２．８

（１３．８）
８．０

（８．７）
４．５

（４．９）
２．３

（２．７）

２７．０
１２．９
９．２
４．７
２．７

２６．１
（３０．０）
１２．０

（１３．８）
８．８

（１０．３）
５．３

（５．８）
３．１

（３．７）

２９．０
１２．２
１１．２
５．７
３．６

出所）『社会保障の給付と負担の見通し』（厚生労働省）の２００４年５月と２００６年５月の推計。
注）数字は対国民所得比（％）。２００６年５月推計は経済前提 Aケース。括弧外の数値は改革反映，括弧内の数値は改革前のも
の。
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Ⅱ．医療・介護費用の将来推計

本稿では，４種類のシミュレーションを提示

する。

（１） Fukui and Iwamoto（２００６）と同様の手法を

とり，２００４年５月の「社会保障の給付と負担

の見通し」に沿って，将来の医療・介護費用

を推計したもの。Fukui and Iwamoto（２００６）

よりデータを更新し，２００５年度のデータを初

期値としているため，ここで得られた数値は，

Fukui and Iwamoto（２００６）と若干の違いがあ

る。

（２）２００４年５月推計では考慮されていな

い，２００５年の介護保険制度改革と２００６年度の

医療制度改革の影響を織り込んで，２００６年５

月の「社会保障の給付と負担の見通し」に沿

って，将来の医療・介護費用を推計したもの。

（１）との比較により，最近の制度改革による影

響を見ることができる。

（３） 上の２種類のシミュレーションでは，２０００

年の『国勢調査』での年齢別労働力率と２００２

年１月の将来推計人口に基づいていたが，こ

れに代えて，２００７年１２月に公表された新しい

将来推計人口に基づいたもの。（２）との比較に

より，２つの推計人口の設定の違いが与える

影響を見ることができる。

（４）（３）の前提のなかで賃金成長率と金利の関係

を，２００７年２月に発表された厚生労働省の「人

口の変化等を踏まえた年金財政への影響（暫

定試算）」に変えたもの。（３）との比較により，

政府が最近おこなった経済前提の変更の影響

を見ることができる。

Ⅱ－１．Fukui and Iwamoto（２００６）での推計

方法

Ⅱ－１節では，「社会保障の給付と負担の見

通し」の２００４年５月見通しに沿った医療・介護

費用の推計方法を説明する。

Ⅱ－１－１．医療費

厚生労働省による「社会保障の給付と負担の

見通し」の厚生労働省が予測する数値は，将来

の物価上昇率についてそれぞれ異なる前提をお

いた名目値であり，推計間で大きく異なる。し

かし対国民所得比について比較すると，医療費

が推計間でいくぶん異なっているが，医療費の

実質の伸び率は名目の伸び率よりも安定的であ

ることが見てとれる。

これは，医療費の将来推計は名目医療費の直

近の実績値を外挿する形でおこなわれ，物価上

昇率と経済成長率の前提と連動していないから

である。例えば，２００４年５月推計と２００６年５月

推計では，１人当たり名目医療費の伸び率は，６９

歳以下については２．１％，７０歳以上については

３．２％と想定されているが，これらは１９９５年か

ら１９９９年の平均伸び率をもとにしたものであ

る１）。物価上昇の影響を考慮に入れず名目医療

費の伸びを外挿することは，経済学的には問題

が大きいと考えられる。経済学者による推計は

実質値に基づくものが主流である。本稿では，

既存研究で確立された手法にのっとり，２００４年

度の『国民医療費』（厚生労働省）に示された

年齢階層別１人当たり医療費（表２参照）を出

発点にして，物価成長率を控除した実質成長率

に基づいて，将来の実質医療費を推計した。将

１）１９８０年以降，厚生労働省は，高齢化の影響を除外した医療費の伸び率を推計し随時公表している。それに
よると，全体として，１人当たり医療費は１人当たり GDPよりも緩やかなペースで増加してきたが，１９９０
年代に入りその関係は逆転している。
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来の人口については，国立社会保障・人口問題

研究所『日本の将来推計人口』（２００２年１月推

計）の中位推計によった２）。

年齢階層別データで入手できる最新のもの

は，２００４年度であるが，シミュレーションの出

発点を２００５年度とするため，年齢階層別医療費

を２００５年度の所得水準にしたがって基準化して

おく必要がある。まず，「MEDIAS－最近の医

療費の動向－」（厚生労働省保険局調査課）に

示されている医療費と総額で一致するように年

齢階層別１人当たり医療費を比例的に調整し，

年齢階層別人口に乗じて医療費総額を求めた。

将来医療費の推計も，調整された年齢階層別医

療費に基づいて同様におこなった。

分析の目的上，医療費総額を社会保険給付費

と患者負担に区別する必要があるが，MEDIAS

ではその資料はないため，『国民医療費』の制

度区分別医療費の数値を用いて区分をおこなっ

２）なお，Fukui and Iwamoto（２００６）では，医療・介護給付費，労働供給，金利の想定について感度分析をお
こなっているが，本稿では前２者について政府の推計に近い数値となるシナリオのみを紹介する。

表２ 年齢階層別の１人当たり医療・介護費用（２００５年度）
（単位・円）

年齢階層 医療費 介護費用

０－４
５－９
１０－１４
１５－１９
２０－２４
２５－２９
３０－３４
３５－３９
４０－４４
４５－４９
５０－５４
５５－５９
６０－６４
６５－６９
７０－７４
７５－７９
８０－８４
８５－８９
９０－９４
９５－

１６４，５８５
８９，８６６
６４，３７５
５７，２６３
６８，８０８
８７，０９５
９６，０５４
１０８，３３８
１１９，７９０
１４９，３４５
１９７，００３
２４４，４７６
３１９，１０２
４２３，６５３
５７４，２９２
７５２，８２３（７５－）

６，０００

４３，２１３
９７，０８３
２０３，５８５
４２７，８３７
８０７，０５６
１，２８６，０５６
１，７９９，４８８

（４０－６４）

注）保険給付費と自己負担を合わせた総費用の年齢階層１人当たりの値
である。
医療費：医療保険対象となる２００５年度の医療費をMEDIASより
推計した上で，『国民医療費』（厚生労働省）の２００４年度データの年
齢階層別医療費の相対的分布が２００５年度にも当てはまると仮定して，
筆者が推計した。資料では，７５歳以上は一括して表示されている。
介護費用：『介護給付費実態調査月報』（厚生労働省）の２００５年９
月サービス分のデータを１２倍して計算した。介護保険の受給者は４０
歳以上である。資料では，４０～６４歳までは一括して表示されている。
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た３）。社会保険給付費を年齢階層ごとに配分す

るにあたっては，２００５年度の法定の自己負担比

率を用い，それが今後も維持されるとして配分

をおこなった４）。

ここまでの議論は実質医療費の伸びを考慮し

ていないが，上述の方法に実質医療費の伸びに

関する想定を組み込むことは容易である。医療

費と所得の比率に注目すると，医療費と所得の

伸びが同率であれば，それらの比率は変化しな

い。後述するように，本稿では医療費と所得の

それぞれの伸びではなく，伸び率の差について

の想定を置いて，推計をおこなう。

Ⅱ－１－２．介護費用

表１に示したように，「社会保障の給付と負

担の見通し（２００４年５月推計）」によれば，２０２５

年度の介護給付費（対国民所得比）は２００４年度

の水準の２．７倍となる。介護費用は医療費より

も速いペースで増大するとされている。予測の

前提の詳細は公表されていないが，一人当たり

介護費用の増加率は賃金成長率よりも高くなる。

介護保険に関しては３年ごとに財政の見直し

が行われているが，２００３年度の最初の見直しに

先立って厚生労働省から示された「介護サービ

ス量の見通し（２００２年６月）」では，訪問介護

サービスの利用は２００３年度の１４２，１９４回から

２００７年度には１９８，０３３回と３９．３％増えるなど，

介護サービス需要が２００３年度以降の５年間に増

大を続けるという予測が示された５）。同推計で

は介護費用総額についての見通しは示されてい

ないが，Fukui and Iwamoto（２００６）では２００３年

度の実際の介護サービス費用で加重和をとり，

介護費用総額を推計したところ，２００３年度から

２００７年度にかけて介護費用総額は，２６．４％増加

すると計算された。

Fukui and Iwamoto（２００６）での介護給付費の

将来予測は，医療給付費の推計と同様の手法に

よる６）。年齢階層別費用額の年間実績値は２００２

年度分までしか公表されていなかったため，『介

護給付費実態調査』（厚生労働省）による２００５

年９月の年齢階層別介護費用を１２倍して年額に

換算した７）。将来の介護費用については，次の

３つのケースを考えた。まず，楽観的ケースで

は，年齢別の介護費用プロファイルは変化せず，

人口構造のみが変化すると想定して，将来の介

護費用を推計した。さらに，将来の自己負担額

と介護費用の比率が２００２年度における水準

（８．９９％８））のままであると想定して，介護費用

を自己負担分と給付費とに分解した。

将来の介護費用については，２０２５年度までは，

年齢階層別１人当たり介護費用が賃金よりも

１．２％高い率で増大すると想定するケースを考

えた。これは所得比でみて，「社会保障の給付

３）『国民医療費』はMEDIASから一年遅れで公表されるため，MEDIASの２００４年度の医療費の対前年度伸び
率を２００３年度の国民医療費に乗じて，２００４年度の国民医療費が求められている。国民医療費の患者負担分に
は社会保障制度によってカバーされていない診療に対する支払い分も含まれるため，給付費との差額を患者
負担分とする。

４）２００３年４月から，一部負担は０～２歳が２割，３～６９歳が３割，７０歳以上は原則１割（一定以上所得者に
ついては２割）となっている。『国民医療費』から得られる医療費と，法定の自己負担率から得られた推計
値は，２００４年度推計での医療給付費よりも若干過大になる。これは，社会保障給付の対象でない医療費が存
在することや，高額療養制度が存在することが理由である。

５）「介護サービス量の見通し」では，２００３年度の要介護認定者は３２７万９千人と想定されていたが，実際には
２００３年度末時点での要介護認定者は２９８万３千人であった。
６）この他，介護給付費の予測をおこなった先行研究としては，Mitchell, Pigott and Shimizutani（２００４），清水
谷・野口（２００４），鈴木（２００２），田近・菊池（２００４）がある。

７）『介護給付費実態調査』には，年齢階層別介護費用は直接公表されていないため，同調査で公表されてい
る要介護度別介護費用と要介護度別・年齢階層別受給者数の２つのクロス集計表をもとに，各要介護度別の
介護費用は年齢階層の違いにかかわらず同じであると想定して，年齢階層別介護費用を推計した。

８）法定の利用者負担率（１０％）よりも若干低いのは，自己負担を軽減するいくつかの措置があることによる。
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と負担の見通し」（２００４年５月推計）と近い値

を再現するものとなる。

Ⅱ－１－３．経済前提

Fukui and Iwamoto（２００６）での経済前提は，

以下のようになっている。まず，所得の決定に

ついては，岩本（２００４）での議論にしたがって，

実質国民所得の成長率は賃金と労働力人口の成

長率の和に等しいと想定される。これは，以下

のような状況では成立する関係である。生産関

数は労働 K と資本 L について１次同次であり，

労働増大的技術進歩が存在し，

Y＝F（K , AL）， （１）

であるとする。ここで Y および A は，産出量

と効率性を表す。（１）式を時間微分すると，

Y
�

Y
＝

FK K

Y

�
�����

K
�

K
－

A
�

A
－

L
�

L

�
�
�
�
＋

A
�

A
＋

L
�

L
� （２）

となる。資本と効率労働単位の成長率が等しけ

れば，（２）式右辺の第１項はゼロとなり，経済成

長率は労働増大的技術進歩率（賃金成長率）と

労働投入量の成長率の和となる。

労働力人口の設定は，以下のようにおこなっ

た。「社会保障の給付と負担の見通し」（２００６年

５月推計）では，労働投入量の成長率は２００８年

度までは年率マイナス０．２％，２００９年度はマイ

ナス３％，２０１０年度はマイナス０．２％，２０１１年

度は０％，２０１２年度以降はマイナス０．５％とな

ると想定されている。２０２５年度の労働力人口は

６，１５８万人と，２００４年度よりも７．２４％減少する

と見込まれている。これらの数字は，労働力人

口に関しての詳細な推計である「労働力率の見

通し」（厚生労働省職業安定局，２００２年５月）

に基づいている。この推定では，高齢者および

女性の労働力率が将来上昇すると想定されてい

る。しかしながら，職業安定局の想定する労働

力率と「日本の将来推計人口」（中位推計）の

年齢階層別人口の積から求めた２０２５年の労働力

人口は６，２９７万人であり，「社会保障の給付と負

担の見通し」（２００４年５月推計）の予測値より

も若干大きい値となっている。「労働力率の見

通し」は２０００年を足元とする推計であり，当時

の労働力人口は６，７６６万人であった。２００４年に

は労働力人口は６，６４２万人へと減少しており，

「社会保障の給付と負担の見通し」（２００４年５月

推計）はやや少ない初期値に対して同じ成長率

を適用したため，将来における労働力人口を少

なめに見積もったものであると考えられる。

「社会保障の給付と負担の見通し」では，労

働力人口が生産関数への労働投入とみなしてい

ると解釈できる。しかし，労働の効率性は年齢

によって異なると考えられるため，労働力人口

と労働投入の動きは若干違ってくる。そこで，

労働の効率性は賃金水準に比例すると仮定し

て，２００５年の『賃金構造基本調査』（厚生労働

省）の年齢階層・性別の賃金についての公表集

計表をもとに，各年齢の労働投入の効率単位

を，１人当たり賃金と労働力人口の積として求

めた。こうして求められた効率性の２００５年の集

計値が同年の労働力人口と一致するように単位

を調整した。

Ⅱ－２．政策シミュレーションの方法

Ⅱ－２節では，医療・介護保険に積立方式の

要素を導入する政策のシミュレーション分析を

おこなう。医療・介護費用はどちらも高齢化の

進展で今後大きな増加をするものと考えられ

る９）。シミュレーションでは，積立型医療・介

護保険が，現行の賦課方式のもたらす世代間の

負担格差をどう変化させるのかが注目される。

公的年金の場合には受益格差の問題も生じるが，

医療・介護費用は疾病や障害を持った際に必要

なサービスであるので，そのサービス消費の世

代間格差を議論することにあまり意味はないと

判断し，費用負担の側面のみに関心をしぼる。

本稿の分析では，Fukui and Iwamoto（２００６）に

９）公的年金への積立方式の導入については，すでにわが国でも多数の研究が存在するが，医療保険のみでは
西村（１９９７），鈴木（２０００），積立型介護保険については Fukui and Iwamoto（２００６）と，数少ない。
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比較して，以下のような更新がおこなわれてい

る。まずシミュレーションの初期値を決めるデ

ータが，表３にまとめられているように，本稿

執筆時点での最新のものに更新されている。

シミュレーションでは，社会保険料と公費負

担に向けられる税は同じ所得ベース（国民経済

計算における雇用者報酬と混合所得の和）に課

されるとする。簡単化の仮定として，これらの

所得はシミュレーション期間においては GDP

（および労働投入）と同率で成長するものとし，

社会保険の運営にかかる事務費用は捨象する１０）。

２００２年１０月までは，７０歳以上の高齢者の医療

費の３０％のみが公費負担であったが，現在公費

負担の対象年齢と公費負担の比率を同時に引き

上げている過程にあり，２００７年１０月から，７５歳

以上の高齢者の医療費の５０％が公費負担となる。

また介護保険給付の５０％は公費負担である。そ

の他の主要な公費負担としては，国民健康保険

の給付費の５０％，政府管掌健康保険の給付費の

１３％分がある。

シミュレーションは２００５年度を起点とし，国

立社会保障・人口問題研究所の将来推計が利用

できる２１００年度までを対象とする。以下では，２

つの政策シナリオを考える。

政策 A：毎年の給付費をその年の税と保険料で

まかなう均衡財政方式（賦課方式）

政策 B：世代間負担格差を縮小するため，将来

の高齢者の医療費と介護費用にあてら

れる社会保険料を事前積立する方式

（詳細はⅡ－４節で説明する）

以下では，データの更新の影響を見るために，

制度改革がおこなわれないという前提で計算さ

れた結果を Fukui and Iwamoto（２００６）の結果

と比較する。このことで，１年間の社会保障と

経済状況の環境変化がシミュレーションに与え

る影響を見ることができる。

１０）例えば２００５年度の政管健保の事務費用を，厚生保険特別会計業務勘定決算書の業務取扱費を健康勘定保険
給付費と年金勘定保険給付費・国民年金特別会計へ繰入れの比率で按分したものと推計すると，健康勘定保
険給付費の約０．４％となる。

表３ 初期時点のデータ

Fukui and Iwamoto

（２００６）
本稿

成長率前提

社会保障前提

GDP

国民医療費

MEDIAS

介護費用

「構造改革と経済財政の中期展望
２００４」参考資料（２００５年１月）

「社会保障の給付と負担の見通し」
（２００４年５月）

２００５年度第１四半期
１次速報

２００２年度

２００３年度

２００４年１０月

「日本経済の進路と戦略」参考資料
（２００７年１月）

「社会保障の給付と負担の見通し」
（２００６年５月）

２００５年度版確報

２００４年度

２００５年度

２００５年９月
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Ⅱ－３．均衡財政方式

まず，政策 Aの均衡財政方式を考える。シ

ミュレーションでは，負担率を，負担額（保険

料と公費負担のための税収の和）の，雇用者報

酬と混合所得の和の９０％に対する比率として定

義する。分母を所得ベースの９０％としたのは，

実際の保険料率に近い数値を再現するためであ

る。Fukui and Iwamoto（２００６）では，シミュレ

ーションでの医療保険料率（老人保健制度への

公費負担を除外し，それ以外の公費負担を含む）

は，起点である２００４年度で８．２１％となっている。

実際の政管健保の保険料率は８．２％である。政

管健保の被保険者は中小企業の雇用者であり，

平均給与は雇用者全体のそれよりも低い。この

賃金格差を埋め合わせるのが公費負担の目的な

ので，賃金格差を考慮していないシミュレーシ

ョンでは保険料率を再現するようにした。介護

保険では，シミュレーションでの保険料率は

１．１１％であり，これは政管健保被保険者の実際

の保険料率に一致する。均衡財政のもとでは，

負担は社会保険給付に等しいので，ここでの計

算は同時に給付の所得に対する比率を計算する

ことにもなっている。

図１は，以上の想定で医療保険・介護保険・

両者合計の負担率（公費負担のための税負担含

む）を示したものである。点線が Fukui and

Iwamoto（２００６）の数値，実線が本稿での数値

となる。医療保険の負担率は２０５９年には１９．９４％

にまで達する。介護保険の負担率はやや遅れて

２０６６年には１０．９７％のピークに到達する。両者

の動きはほぼ平行のように見えるが，注意しな

ければいけないのは，介護保険の負担率の絶対

水準が低いので介護保険の負担率がより高い率

で成長していくことである。

図２は，各世代の生涯の負担率を示したもの

である（事前積立方式の結果については後述）。

生涯の負担額と所得はシミュレーションの開始

期から終了期までの値の割引現在価値となる。

生涯所得の計算の際には，Ⅱ－１節で労働投入

を推計するのに使用した賃金プロファイルを用

いた。金利は賃金成長率よりも１％ポイント高

いと設定している。図２は横軸に生年をとって

いる。過去の負担が計算に含まれていないこと

から，過去に保険料を負担していた世代ほど負

担率が低くなる。このこと自体は，かならずし

も世代間の不公平を示すものではない。しかし

１９９０年以降に生まれた世代では，就業開始時か

らの負担が含まれており，このなかでは，後の

世代ほど生涯負担率が上昇していくことがわか

る。

図１ 保険料・税負担率（賦課方式）
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Ⅱ－４．事前積立による負担の平準化

図２に示されたような将来世代の負担の増加

を避けるには，時間を通して一定の負担率とな

る政策に転換するのが一つの方法である。その

ためには，将来の費用増加に備えるために，十

分な積立金をもつように前もって高めの保険料

を徴収することが必要となる。このような事前

積立をおこなう手順については，鈴木（２０００）

による考察がある。

わが国の医療・介護保険に事前積立を導入す

る政策として，以下のようなものを考える。医

療保険については，６５歳以上の高齢者に対する

医療保険給付のうち，保険料によってまかなわ

れる部分を事前積立の対象にする。保険料は，

すべての年齢の労働者によって支払われるもの

とする１１）。６４歳以下の医療保険給付については，

保険料からの給付分と公費負担分はいずれも均

衡財政方式で運営されるものとする。介護保険

は保険料からの給付分を事前積立にし，公費負

担分を均衡財政方式とする。介護保険料は現行

制度と同じく，４０歳以上の労働者が支払うもの

とする。

金利の設定は，事前積立方式の運営に大きな

影響を与える。負担と所得の比に関心がある場

合には，金利の絶対水準ではなく，金利と賃金

成長率の差が意味をもつ。２００６年５月の厚生労

働省による公的年金の財政見通しでは，名目金

利が３．２％，名目賃金成長率が２．１％となってい

る。シミュレーションでは，金利と賃金成長率

の差を１％としている１２）。

現行の医療・介護保険は賦課方式で運営され

ているため，積立方式への変更に際しては制度

変更完了までの移行過程についての設定も必要

となる。それについてつぎのような想定を置い

１１）推計に使用する労働力率のデータは１５歳以上が対象なので，シミュレーションでは，１５歳以上の労働者が
支払うことになる。

１２）Feldstein and Samwick（１９９７）は，アメリカにおける事前積立型社会保障制度導入に関するシミュレーショ
ンでは，実質利子率を９％と，本稿よりもかなり高い想定をおいている。その後の研究（Feldstein and Sam-

wick［１９９８］）では５．５％に引き下げられたが，それでもなお本稿の想定よりも高い。これはつぎのような理
由による。まずに，Feldstein and Samwick（１９９７）がベースとしたのが危険資産の収益率であるのに対して，
本稿では安全資産の収益率をベースとしている点に違いがある。医療・介護サービスは代替困難な消費項目
であり，医療・介護保険の積立金はその費用をまかなう目的のものであることから，その積立金の運用に際

図２ 生涯負担率の比較（均衡財政と事前積立）
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ている。医療費については，まず，２００１年度生

まれの世代が６５歳以降に受ける医療保険給付の

期待総額をまかなうのに必要な保険料率を計算

する。厚生労働省の医療費予測と基準ケースの

金利の下では，その保険料率は４．９６％となる。

次に，２００１年度以降に生まれたすべての世代が

この率で保険料を拠出した場合に２１００年度時点

で蓄積される積立金総額を求める。同じ設定の

下では，その額は GDPの１１１．１１％となる。最

後に，移行が完了する２１００年度にその額の積立

金が蓄積されるよう，移行過程における一定の

保険料率を設定する。現存世代は事前積立をし

ていないので，４．９６％の保険料率では不十分で

ある。２１００年度時点で必要な積立金を蓄積する

ためには，移行過程においては８．５２％の保険料

率を課すことが求められる。

積立方式への移行は，つぎのようになる。２００４

年度の医療保険給付（公費負担分を除く）を均

衡財政方式で調達した場合は，６４歳以下の医療

費について４．３２％，６５歳以上について３．８９％と

なる。後者が移行過程において８．５２％に上昇し

た後に，２１００年度に完全積立方式となり，４．９６％

となる１３）。

表４は，Fukui and Iwamoto（２００６）と本稿で

の政策 Aと政策 Bでの負担率の違いを対比さ

せている。合計の負担率は，２００４年度で１２．０１％

から１２．５１％へと本稿の推計値が上昇している。

その他の変数もおしなべて今回の推定値が大き

い。これは，国民経済計算の基準改訂がおこな

われたことで，本稿で使用した GDPが若干低

下していることが主たる理由である。シミュレ

ーションの検討対象としたいのは改革出発時点

とそれ以降での負担率の変化にあるので，GDP

の水準変更のような，全体に比例的に動かす変

化は結論に本質的には影響しない。生年別の生

涯負担率は，図２に示されている。点線で示さ

しては控えめにおこなわれるべきものと考えられる。第２に，本稿のシミュレーションでは，積立金により
発生する一般均衡的な経済効果を考慮の外においている点に違いがある。社会保障のための積立金の蓄積は，
開放経済のもとでは利子率の低下をもたらすものと考えられる。この点を端的に踏まえる一つの手段として，
本稿ではシミュレーションの初期時点から低い利子率が持続するものと想定することで資本蓄積の効果をシ
ミュレーション結果に反映させるという方針をとっている。第３に，近年のわが国の資産価格の実績から見
て，高い収益率は現実的でないと思われる。

１３）類似した移行過程を想定した鈴木（２０００）の結果との比較について，Fukui and Iwamoto（２００６）が議論し
ている。

表４ 均衡財政と事前積立での拠出率

Fukui and Iwamoto（２００６） 本稿（制度改革前） 本稿（制度改革後）

（Ａ）均衡財政 （Ｂ）事前積立 （Ａ）均衡財政 （Ｂ）事前積立 （Ａ）均衡財政 （Ｂ）事前積立

合計
医療保険
若年者
高齢者
（保険料）
高齢者
（公費負担）
介護保険
保険料
公費負担

２００４

１２．０１

４．３２
３．８９

１．５８

１．１１
１．１１

２００５－２１００

１２．２８－２８．１２

３．９７－４．３０
３．９８－９．０８

１．６８－５．９７

１．１６－４．８３
１．１６－４．８３

２００５－２１００

１９．６２－２６．７０

８．５２

３．９５

２１０１－

４．９６

２．１７

２００４

１２．５１

４．４８
４．０６

１．６６

１．１６
１．１６

２００５－２１００

１２．７１－３１．５５

４．１０－４．４４
４．１１－１０．０５

１．７５－６．２０

１．２０－５．６８
１．２０－５．６８

２００５－２１００

２０．１０－２８．７１

８．５８

４．１３

２１０１－

４．９７

２．２８

２００５－２１００

１２．５３－２６．６３

３．７５－４．４４
４．１１－８．２１

１．７５－５．１９

１．１６－４．８０
１．１６－４．８０

２００５－２１００

１７．７８－２４．３５

７．０９

３．４９

２１０１－

４．０５

１．９２

注）数字は所得（雇用者報酬と混合所得の和の９０％）に対する比率（％）である。利子率は基準ケースの場合を想定し，その他の
パラメータについては厚生労働省予測によった。
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診療報酬改訂 老人自己負担率引き上げ 食住費除外 療養病床再編 生活習慣病 

れた Fukui and Iwamoto（２００６）の数値に比較

して，各世代の負担率がほぼ一律に高くなって

いる。均衡財政方式と事前積立方式を比較する

と，後者の方が生涯負担率の増加傾向がより緩

やかになっており，世代間の負担格差を縮小す

る働きをもっていることがわかる。なお，生涯

負担率の計算期間中で事前積立方式の保険料が

一定なのに生涯負担率が変動しているのは，税

負担率が毎年変動しているからである。

Ⅲ．社会保障制度改革の影響

Ⅲ節では，最近おこなわれた介護保険と医療

制度の改革が，社会保障給付費をどのように抑

制したのかを分析する。主要な改革項目ごとに

数量的な影響を推計しているが，その手法の詳

細は補論にまとめてある。厚生労働省が数量的

な情報を公表しているものについては，できる

限りそれに沿って推計をおこなっているが，シ

ミュレーションの都合から，かならずしも同一

のものとはなってはいない。以下では，Ⅲ－１

節で年齢階層別の医療・介護給付費への影響を

見て，Ⅲ－２節で積立型医療・介護保険の財政

に与える影響を考察する。

Ⅲ－１．年齢階層別医療・介護給付費への影響

図３は，各改革項目が実施された後の医療給

付費（改革前を１００％とする）を年齢階層別に

示したものである。影響が数年間にわたって段

階的に現れるものについては，効果がすべて出

た時点を示すようにしている。

２００６年４月の診療報酬改訂は，各年齢階層に

一律に影響が及ぶと仮定したことから，給付費

を一律に３．２％削減する。なお，需要が価格弾

力的であれば，価格下落に反応して医療サービ

ス消費量は増加すると考えられるが，ここでは

この効果は織り込まれていない。老人の自己負

担比率引き上げは，７０～７４歳層の給付費を

１１．１％削減する。食住費を給付対象から除外す

る改革は，高齢者層で１％弱の給付費の抑制と

なる。療養病床再編は，全年齢層に療養病床入

院者が分布すると仮定したことから，その影響

図３ 制度改革による医療給付費の減少率（年齢階層別）
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は全年齢層に及ぶ。改革項目のなかではもっと

も影響が大きく，ほとんどの年齢階層で５％以

上，７５歳以上では８％程度の削減率に及ぶ。た

だし，療養病床入院者が介護保険で給付される

サービスを受けることが予想されるため，後述

するように，介護給付費が上昇することになる。

生活習慣病予防の影響は，各年齢階層での発症

率の違いを考慮すべきではあるものの，ここで

は，１５歳以上の医療費を比例的に引き上げると

仮定している。これは，５％強の給付費削減の

効果があると推定された。また，図３には示し

ていないが，幼児自己負担引き下げは，１０歳以

下の層の給付費を１割程度引き上げる。

全体の改革項目を合わせると，高齢者医療費

の抑制策に加えて，自己負担率引き上げの影響

を受ける７０～７４歳層で給付率の２５％の低下が推

計されている。その他の高齢者層では，１５％程

度，若年層では１割弱の低下率となる。

以上では変化率に注目したが，各年齢階層の

平均医療費が違っているので，給付額に与える

影響を見てみよう。図４では，改革による医療

費の変化額の合計値を示しているが，７０歳以上

図４ 制度改革による年齢階層別１人当たり医療給付費の減少額（年齢階層別，単位・円）

図５ 制度改革による介護給付費の増減率（年齢階層別）
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の層で１５万円（２００５年度価格）程度給付費が減

少する。１０－４９歳層では１万円以下の減少とな

る。

図５は，改革による介護給付費の増減率を示

したものである。２００６年４月の介護報酬改定は，

全年齢階層に影響が及ぶと仮定したことか

ら，０．５％給付費を低下させる。療養病床再編

による影響は，介護費用を上昇させることにな

る。介護予防の効果については，各年齢に一律

に及ぶと仮定しており，１７％程度の給付費の削

減になると見込まれる。全体の効果を合わせる

と１５％前後の低下率となる。

介護費用は，医療費以上に後期高齢者に集中

しているので，介護給付額への影響は後期高齢

者ほど大きくなる。図６は，年齢階層ごとの介

護給付費の増減額を示したものである。改革全

体の効果では，加齢とともに減少額は増え，９０

歳以上で年間３０万円程度（２００５年度価格）とな

っている。

Ⅲ－２．社会保険財政への影響

つぎに，それぞれの制度改革が導入されたと

図６ 制度改革による１人当たり介護給付費の増減額（年齢階層別，単位・円）

図７ 制度改革による保険料率の変化（均衡財政）
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きの医療・介護保険財政へ与える影響を見てみ

よう。図７の実線は，賦課方式で運営されたと

きの各年の保険料の推移を示したものであり，

点線は改革前の保険料率（図１の実線で示され

たもの）である。この図からは，制度改革によ

って賦課方式で医療・介護保険の保険料率がど

のように減少したのかがわかる。興味深いこと

に，保険料率合計は，医療給付費の改革の効果

が出そろう最初の１０年間ほどは横ばいで推移す

る。その後は上昇傾向に転じるが，水準は改革

前より低くなっている。

図８の実線は，公費負担にかかる税負担率の

推移を示している。点線は改革前の税負担率の

水準である。改革によって水準は低下している

が，最初の１０年間でも医療にかかる公費負担は

増加する傾向にあり，保険料率の動きとは異な

っている。介護の公費負担も上昇していくが，

医療との差がやや接近する傾向にある。両者の

負担の水準が高まるなかで，差が接近すること

は，公費負担のなかで介護の占める比重が増加

していくことを意味している。

予防による医療・介護費用の削減のように，

その効果が確定的でないものもあるが，ある程

度の社会保障給付の削減が見込まれるのであれ

ば，将来の社会保険の制度設計の議論にも影響

を与えるだろう。ここでは，最近の一連の制度

改革の影響を考慮に入れた場合の積立型医療・

介護保険の実現可能性をあらためて検討するこ

とにしたい。

表５は制度改革の項目ごとに，積立方式での

保険料率がどのように低下するかを示したもの

である。表５からは，制度改革による給付費抑

制によって，移行過程での保険料率が抑えられ

ることがわかる。制度改革を考慮した状態での

シミュレーションでは，移行過程の保険料率は

医療保険で７．０９％，介護保険で３．４９％となる。

改革がなかった状態では，これらに対応する数

値（表５）は８．５８％，４．１３％であった。すべて

の改革効果を合計すると，保険料率の減少幅は

２．１３％ポイント，減少率で１６．８％になる。負担の

増加は避けられないものの，今回の一連の改革

は上昇幅の抑制に大きな効果があったといえる。

図９の実線は，制度改革後の世代間の生涯負

担率，点線は制度改革前のそれを示したもので

ある。賦課方式でも積立方式でも制度改革によ

って負担率はほぼ平行に下方にシフトする。し

たがって，Fukui and Iwamoto（２００６）で示され，

本稿Ⅱ－４節で再説されていた議論は制度改革

後も成立する。両方式の負担率水準が逆転する

世代もほぼ同じである。

図８ 公費負担の財源となる税負担率（均衡財政）

医療・介護保険への積立方式の導入

－５８－



0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

1908年 1918年 1928年 1938年 1948年 1958年 1968年 1978年 1988年 1998年 2008年 2018年 2028年 2038年 2048年 2058年 2068年 2078年 
改革前 改革後 

均衡財政 均衡財政 

事前積立 

Ⅳ．新しい人口推計と経済前提のもとでのシミュレーション

Ⅳ－１．人口推計の改訂の影響

Ⅳ節ではまず，２００５年１２月に発表された新し

い将来推計人口と，２００５年の『国勢調査』の労

働力人口に関するデータをもとに，人口要因の

表５ 制度改革による積立型医療・介護保険の保険料率の変化

２００５－２１００ ２１０１－

医療保険

改革前
（１）診療報酬改定
（３）老人自己負担率引き上げ
（５）食住費除外
（６）療養病床再編
（７）生活習慣病
改革全体

介護保険

改革前
（２）介護報酬改定
（６）療養病床再編
（８）介護予防
改革全体

８．５８
８．３１
８．３１
８．５５
７．９７
８．１５
７．０９

４．１３
４．１０
４．２０
３．４４
３．４９

４．９７
４．８１
４．８０
４．９６
４．６０
４．６８
４．０５

２．２８
２．２７
２．３２
１．８９
１．９２

図９ 制度改革による生涯負担率の変化

医療・介護保険への積立方式の導入
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変化が，Fukui and Iwamoto（２００６）の結果にど

のような影響を与えるのかを評価する。

新人口推計では，前回の推計に比較して，よ

り少子化が進展する想定をとっており，賦課方

式での社会保障財政に大きな影響を与える高齢

者人口比率がより高くなると見込まれている。

このことから，賦課方式での負担率のピークが

高くなり，前回人口推計によるシナリオと比較

して，世代間の負担格差が高まることが予想さ

れる。そして人口変動の影響を受けていく積立

方式への移行のメリットがより大きくなること

が期待される。

新人口推計は，２００５年の『国勢調査』を基礎

データとして，２０５５年の推計をおこなうととも

に，２１０５年までの参考推計を公表している。ま

た，年齢別人口は，前回推計は９９歳までの各歳

と１００歳以上の区分であったのが，新人口推計

では１０４歳までの各歳と１０５歳以上の区分に変更

されている。Ⅳ節のシミュレーションは，この

新しい推計期間と年齢区分に基づいている。使

用する人口データは，新人口推計の「出生中位

（死亡中位）」ケースである。

本稿でおこなう労働力人口の将来推計

も，２００５年の『国勢調査』から年齢別労働力率

をまず計算し，２００５年度平均の『労働力調査』

の年齢階層別労働力人口と一致するように，そ

れを年齢階層ごとに比例的に調整した。また，

労働力人口の将来見通しは，２００５年７月の厚生

労働省職業安定局による年齢階層別労働力率に

合わせて更新した１４）。

以上のような前提で計算された新しい人口・

労働力の将来予測のもとで，Ⅲ節と同様の前提

で賦課方式と積立方式によって医療・介護保険

を運営した状況をシミュレーションしてみる。

図１０は，賦課方式のもとでの各年の保険料率を

比較したものである。実線は新人口推計のもと

での計算結果であり，点線はⅢ－２節の結果を

再掲したものである。新しい人口推計によると，

ピークの時の保険料率が医療保険で１．５７％ポイ

ント，介護保険で１．５％ポイント高まる。合計

では，旧人口推計の１６．７３％から１９．８５％まで高

まると推計されている。Ⅱ節のシミュレーショ

ンも含めて比較すると，賦課方式の保険料負担

を制度改革が抑制した効果が，新しい人口推計

１４）この労働力予測の詳細は，「労働力需給の推計：労働力需給モデル（２００４年版）による将来推計」労働政
策研究・研修機構資料シリーズ No．６（２００５年８月）に記述されている。

図１０ 新人口推計での保険料率（均衡財政）

医療・介護保険への積立方式の導入
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で見込まれる少子・高齢化が負担を押し上げる

効果で相殺されたということができる。

図１１は，公費負担の比率を示しているが，こ

ちらもピーク時の負担率は医療で１．２２％ポイン

ト，介護で１．５％ポイント上昇している。後期

高齢者比率の上昇から，２０７０年代以降は，介護

の公費での負担率が医療のそれにほぼ匹敵する

と推計されていることが印象的である。合計の

負担率は旧人口推計の９．９１％から１２．６２％まで

上昇することになる。

つぎに，新人口推計のもとでの積立方式への

移行のシミュレーションをおこなった。設定の

基本的考え方は，前節までと同様であるが，新

人口推計の参考推計期間が２１０５年までと５年間

将来に伸びたため，積立方式への移行期間を

２００７年から２１０５年までと設定した。表６では，

積立方式への移行による保険料と公費負担の推

移を，均衡財政と対比させながら示している。

移行期間の保険料率は，医療が７．７３％で，Ⅳ節

の制度改革後の数値から０．６６％ポイント増，介

護が４．２６％で０．５７％ポイントの増となっている。

負担の上昇幅は，将来推計人口の更新が均衡財

政による運営に与える影響よりも大きく，積立

方式が人口変動のリスクのいくらかを吸収して

いることがわかる。このことは，生涯負担率へ

の影響でも確認することができる。図１２の実線

は，積立方式と，賦課方式での世代ごとの生涯

負担を比較したものである。点線は，図９（実

線）の旧人口推計での結果を再掲したものであ

る。新人口推計のもとでは，各世代の生涯負担

率は上昇している。賦課方式のもとでの生涯負

担率は，２０２０年代後半生まれの世代で５．３％ポ

イント程度上昇している。一方，積立方式での

生涯負担率の増加は，３．５％ポイント程度の上

昇となっており，小さい。このため，将来世代

は積立方式への移行で，より大きく負担が軽減

されることになる。

Ⅳ－２．経済前提の変更の影響

２００７年１月に公表された「日本経済の進路と

戦略」では，ここまでのシミュレーションで採

用されている経済前提よりも高めの名目成長率

を見込むことになった。それを反映して，厚生

労働省年金局が２００７年２月にまとめた「人口の

変化等を踏まえた年金財政への影響（暫定試

算）」では，長期での名目賃金成長率は２．５％，

金利と成長率の差は，１．６％とそれぞれ上方に

修正された。物価上昇率は，２００６年５月の「社

会保障の給付と負担の見通し」と同じく，１％

とされており，実質賃金成長率が０．４％ポイン

図１１ 新人口推計での税負担率（均衡財政）

医療・介護保険への積立方式の導入
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トの上昇，実質金利が０．９％ポイントの上昇と

なっている。この前提の修正がシミュレーショ

ンに与える影響をつぎに見てみよう。

実質賃金の成長は，それと同率の１人当たり

医療・介護費用の上昇が生じると考えれば，経

済規模との比較に着目するシミュレーションで

は考慮する必要はないので，本稿はそのような

想定をとった。これまでの厚生労働省による医

療費の推計では，その名目成長率を直接設定し

ている。２００６年５月の「社会保障の給付と負担

の見通し」の後には医療費の名目成長率の見直

しはおこなわれていないが，そのままの医療費

の名目成長率の前提を用いると，医療費の対

GDP比が減少していく効果が現れる。しかし，

厚生労働省の予測を再現することを本稿の目的

としていても，名目成長率の見直しがまだおこ

なわれていないとも解釈できるので，医療費の

このような効果を織り込まないようにすること

にした。

まず，図１３の点線は，金利が成長率よりも

１．６％ポイント高いと設定した場合の生涯負担

率を示したものである。実線は，従来の金利の

表６ 新しい人口推計と経済前提での均衡財政と事前積立での拠出率

新人口推計 新経済前提

（Ａ）均衡財政 （Ｂ）事前積立 （Ｂ）事前積立

２００５ ２００６ ２００７－２１０５ ２００７－２１０５ ２１０６－ ２００７－２１０５ ２１０６－

合計
医療保険
若年者
高齢者（保険料）
高齢者（公費負担）

介護保険
保険料
公費負担

１２．６４

４．４４
４．１４
１．７６

１．１５
１．１５

１２．５５

４．２５
４．１４
１．８２

１．１７
１．１７

１２．７１－３２．４７

３．６６－４．１９
４．２２－９．９１
１．８３－６．４１

１．２０－６．３０
１．２０－６．３０

１９．０２－２８．０６

７．７３

４．０６

４．１３

２．０８

１８．１５－２７．２３

７．２５

３．６７

３．３４

１．６０

注）数字は所得（雇用者報酬と混合所得の和の９０％）に対する比率（％）である。
新経済前提は，金利と成長率の差を１．６％と置いている。

図１２ 新人口推計での生涯負担率（均衡財政と事前積立）

医療・介護保険への積立方式の導入
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設定による生涯負担率の推移（図１２の実線の再

掲）である。なお，生涯負担率を計算する際の

割引率を，金利に合わせて変動させると比較が

困難になるため，割引率は同じ値を用いている。

賦課方式の負担率にほとんど変動は見られない

が，積立方式では０．７５％ポイント前後の負担率

の低下がある。すなわち，人口推計の改訂によ

る負担増加の影響が，金利の上昇によって部分

的に相殺されたということができる。

Ⅴ．制度設計に関わる論点

Ⅴ－１．制度設計の具体案

Ⅴ節では，シミュレーションで想定された，

積立型医療・介護保険をわが国に導入する場合

に，具体的にどのような制度となるかについて

の検討をおこなう。

現在は，世界でも本稿のような積立型医療保

険は存在しない。現存する制度でこれに近いと

考えられるものには，シンガポールの医療貯蓄

勘定があるが，これは，個人が医療費に使うこ

とを目的とした貯蓄勘定を個人がもつという制

度である１５）。本稿で考えられている制度は医療

保険であるので，同世代の他の個人とのリスク

分散が含まれているが，医療貯蓄勘定では，自

分の貯蓄で自分の医療費を支払うことになり，

個人間のリスク分散は図られない。医療貯蓄勘

定の制度では，全額が自己負担となることから，

典型的な医療保険がもつ低額の自己負担から生

じるモラル・ハザードの問題を起こさないこと

が利点とされている。一方で，個人の所得が財

源であるため，高額の医療費や，高齢期の医療

費を支払うことが困難である。また，療養期間

が長期に及ぶ介護費用を支払うことも困難であ

ろう。以上のことから，本稿の問題意識である，

高齢者の医療・介護費用の財源調達手段として，

１５）シンガポールの医療貯蓄勘定については，川渕（２００２）で紹介され，わが国への導入も提言されている。
また，増原（２００４）では，わが国への医療貯蓄勘定の導入に関連したシミュレーションがおこなわれいる。

図１３ 新しい経済前提での生涯負担率（均衡財政と事前積立）

医療・介護保険への積立方式の導入
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医療貯蓄勘定は適切な手段ではないと考えられ

る。

わが国における積立方式による医療保険の制

度設計については，西村（１９９７），鈴木（２０００）

によって議論されている。西村（１９９７）では，

積立型医療保険についての具体的な制度設計の

議論がなされている。生年を５年ごとに区切っ

た集団（世代）について，一本化された医療保

険制度がつくられ，生涯の保険料支払額で生涯

の医療給付額をまかなえるようにして，世代間

所得再分配を原則として行い，世代間で保険料

率は異なるが，世代内では報酬比例の保険料と

するなど，世代内所得再分配をおこなう。将来

の医療費と経済環境については，５年ごとに予

測を見直し，保険料率を変更する。ただし急激

な環境の変化に対しては，世代間所得移転をお

こなってできるだけ世代間の保険料率が均等化

することを目指すとしているが，どの程度の調

整をおこなうかは具体的には示していない。積

立金については，一定の利率で老人保健の財源

調達に貸し付けるとしている。

鈴木（２０００）は，各保険制度が必要な積立金

を保有することを想定しているが，その具体的

な制度設計よりは，積立方式への移行過程の財

政シミュレーションに重点を置いた議論を展開

している。また，積立方式を最終的にとるもの

ではないが，小黒（２００６），小黒・中軽米・高

間（２００７）は，有限均衡方式で保険料平準化を

おこなう勘定を創設する制度設計（修正賦課方

式）を議論している。

Feldstein（１９９９）は，米国の高齢者のための

医療保険制度に事前積立をする提案をしている。

２０００年から退職者健康勘定（Retiree Health Ac-

counts, RHA）を創設し，労働者は２１歳から６６

歳まで賃金の２．１５％を積立て，５．５％の実質金

利で運用し，積立金にかかる法人税収も年金給

付に充てることができるならば，２０７０年の

Medicare給付費の予測値である総賃金の１４％を

支払うことができるとしている。RHAは，個

人単位の貯蓄勘定として設定され，退職時に医

療保険を購入するために使用される。また，平

等の給付を受け取るために，個人賃金ではなく，

労働者平均の賃金の２．１５％を拠出することが想

定されている。将来の医療費が高騰した場合に

は，政府の補助により年金の増額が図られる。

個人単位の勘定の他に，単一の政府の特別会計

による運営の可能性にも言及しているが，２０７０

年に年間 GDPに匹敵する規模に達する積立金

の運営には，政治的な問題が生じるとして，否

定的な見解を表明している。

Ⅴ－２．個人勘定・単一勘定の選択

積立型医療・介護保険の制度設計に重要な論

点は，

（１） 事前積立を個人単位の勘定とするか，制度

全体の勘定とするか

（２） 事前積立勘定を医療・介護保険に置くか，

公的年金に置くか

である。この論点の組み合わせによって，さま

ざまな制度設計の選択肢が考えられる。

どの選択肢をとるかを判断する際に，まず留

意しなければならない点は，積立方式で運営す

ると，加入者は給付と負担の関係をより強く求

めることが予想され，このことが社会保険とし

ての運営を困難にする可能性があることである。

そもそもの政策目的は，医療・介護サービスへ

の平等なアクセスを確保することにあり，また，

社会保険として強制加入を維持するためには，

低所得者にも負担可能な保険料体系でなければ

いけない。岩本（２００７b）では，この理念と整

合的で，現行制度と親和性の高い保険料体系は

応能負担によるものであることが示されている。

こうした応能負担で定額給付とするには，制度

内で所得再分配をおこなう必要がある。しかし，

老後の医療・介護費用を現役時の貯蓄でまかな

うという考えが個人単位のものとして解釈され

ると，高い負担をした高所得者ほど手厚い給付

を求める意見が出てくる可能性があり，定額給

付の理念と対立することになる。とくに，個人

単位の積立勘定を設計した場合には，このよう

医療・介護保険への積立方式の導入
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な所得再分配を含む制度設計は難しくなると考

えられる。

最初の論点についての選択肢は，個人単位の

貯蓄勘定とするのか，制度ごとに団体型の貯蓄

勘定とするのか，全制度にまたがる単一の貯蓄

勘定とするのかの３つに整理される。強制加入

で定額給付をおこなうための所得再分配機能を

制度に内包することを要求することにすると，

可能な選択肢は，全制度にまたがる単一の貯蓄

勘定になる。すなわち，個人単位の勘定では，

このような所得再分配をおこなうことが事実上

難しいからである。制度ごとの団体型の貯蓄勘

定の場合は，ひとつの制度内での所得再分配を

おこなうことは可能であるが，制度間の所得再

分配機能がなければ制度間での財政格差が生じ

ることになるであろう。制度間で加入者が移動

することも事前積立の制度設計を困難にする。

新しく創設される予定の独立した高齢者医療制

度では，７５歳以上が加入者なので，事前積立を

おこなうことは無理である。かりに現行制度の

もとで，制度ごとに高齢期の費用を現役世代が

貯蓄すると，現役時に被用者保険の被保険者だ

った者が退職後に国保に移動することが深刻な

問題になる。現役世代の国保加入者は自分たち

の高齢時の給付費のみならず，退職して被用者

保険から移動してきた者の給付費も貯蓄する必

要がある。一方で，被用者保険の被保険者は高

齢者の加入者が少ないため，事前積立のための

負担は小さくなる。

以上のことから，全制度にまたがる貯蓄勘定

を設けることが必要となるだろう。その実現に

は，既存の保険制度を１つに統合した上でそこ

で貯蓄する方法と，現行制度はそのままに，貯

蓄勘定を別に設ける方法の２つが考えられる。

前者の方が，移行費用の大きい大規模な改革と

なると予想される。後者を実現させる方法とし

ては，岩本（１９９８）で提唱された，リスク調整

をおこなう財政調整勘定が同時に事前積立をお

こなうことが考えられる。

Ⅴ－３．事前積立をおこなう制度

事前積立を医療・介護保険でおこなうか，公

的年金でおこなうかについては，優劣をただち

につけることは難しいと考えられる。医療・介

護保険でおこなうのは，制度改革をこの制度内

で完結させることで，実行の可能性が高まるこ

とが利点である１６）。

医療・介護保険はこれまで均衡財政方式で運

営されており，積立金をもつという発想がない。

医療・介護保険に積立方式を導入することが難

しければ，これらの保険料を年齢リスクを反映

したものとして，積立方式の公的年金でそれを

支払うという方法が考えられる。年金側でおこ

なうことの利点は，老後のための貯蓄をおこな

うという目的に沿っていることにある。

積立方式の公的年金の制度設計については，

岩本（２００７a）で議論がされているが，広く提

唱されている案は，定額給付の一階部分を賦課

方式として，報酬比例部分を積立方式とするも

のである。しかし，このような年金制度に医療

・介護費用の事前積立を融合するには，いくつ

かの難点がある。まず，保険料に年齢リスクを

反映することは，リスクに依存しない保険料を

設定していた従来の考え方からの大きな転換と

なる。応益負担が大規模に導入されると，やが

ては年齢リスクだけでなく，病歴や生活習慣等

によって細分化された保険料体系に移行しよう

とする動きが出てくるかもしれない。現在の公

的医療保険が病歴リスクを考慮しないことで，

民間で提供することが難しい長期保険を提供し

ていることには大きな意義があると考えられる

ので，このような応益負担の拡大が生じること

１６）事前積立のためには，将来医療費の予測をおこなう必要があるが，予測をおこなう機関と事前積立をおこ
なう機関を一致させるか，分離させるかという論点がある。両者は密接に関連しているから同じ機関とすべ
きという考え方もあり得る一方で，将来予測の客観性を担保するために独立の機関とすべきという考え方も
あり得る。

医療・介護保険への積立方式の導入
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は望ましくないと考えられる。医療費のリスク

と所得には強い正相関があるとは考えにくいの

で，報酬比例の年金給付から，所得には依存し

ない形の保険料を徴収することにも困難が生じ

る。こうした問題を解決するためには，定額給

付の積立方式の年金導入か，年金給付に比例し

た高齢者の医療保険料の徴収のいずれかが必要

である。

すると，争点となるは，国民皆保険を維持す

るための所得再分配を公的年金でおこなうか，

医療保険でおこなうかの選択である。この選択

の優劣をただちにつけることは難しい。しかし，

より大きな問題は，給付と負担の対応関係に重

きを置かれる積立方式の考え方と，社会保険と

しての所得再分配の必要性とが，違った方向性

をもって緊張関係にあることである。

積立型医療・介護保険の導入において，最も

重要となるのは，現行制度から生じている所得

再分配のなかで，世代間所得再分配をやめて，

政策目的と整合的な世代内所得再分配を維持す

ることである。

Ⅴ－４．リスクへの対応

本稿で見たように，予測の前提が変化すれば，

それにともなって積立型の保険料率が変化する。

制度設計では，このような予測リスクにどう対

応するのかを考えておかなければならない。ひ

とつの方法は，将来推計人口の改訂にあわせ，５

年ごとに将来の財政を再推計して，移行期の保

険料率を改訂していくことである。これは，本

稿のシミュレーションのように，Fukui and

Iwamoto（２００６）で求められた保険料率が，人

口推計や経済前提の更新によって，新しいシミ

ュレーションに置き換えられて，保険料水準が

更新されるという作業が定期的におこなわれる

というように考えることができる。西村（１９９７）

でも同様の考え方がとられている。

医療保険制度が全体として積立金をもつ場合

には，この方法のみで，医療費が変化すること

によって積立金が不足するリスクにも対処でき

る。すなわち，長期的に積立方式への移行を図

る計画を５年おきに改定しているので，医療費

の見込みが変化した場合には，長期にわたる保

険料の調整で対処することになるからである。

これは，世代間の所得再分配をおこなって，リ

スクを吸収していることになる。一方で，個人

勘定の積立方式をとると，退職間近あるいは退

職後に医療費が増大するリスクが発生したとき

に，個人レベルの保険料の引き上げで対応する

のが困難になる事態が発生するかもしれない。

Ⅵ．結論

本稿では，まず今後の少子化と高齢化の進展

によって，医療・介護保険にかかる負担が大き

く上昇し，後の世代ほど生涯の負担水準が高く

なることを見てきた。この負担の格差を是正す

るために，積立型の医療・介護保険制度へ移行

する財政シミュレーションをおこなった。移行

過程では積立金を蓄積するために高い保険料率

を課す必要があることが，実際の導入が難しい

点として指摘されている。本稿では，２００５年の

介護保険改革，２００６年の医療制度改革による給

付費が抑制される効果を推計して，このことが

積立型医療・介護保険の導入に与える影響を見

た。積立方式への移行期には，医療・介護保険

を合わせた保険料は１２．７％から１０．５１％へと減

少幅で２．１３％ポイント，減少率で１６．８％の低下

が見られた。負担があることは避けられないも

のの，今回の改革は上昇幅の抑制に大きな効果

があるといえる。このことで積立方式への移行

の障害が低くなったことも踏まえ，代替的な選

択肢との議論をしていくことが必要であろう。

積立方式への移行には，二重の負担があると

いわれる。確かに非常に長期にわたって見れば，

医療・介護保険への積立方式の導入
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後の世代の負担に比較して移行過程で保険料と

税を負担する世代の負担率を高めることは事実

である。しかし，負担が増加する世代の生涯負

担率の水準は，その直後に負担が軽減される世

代と比較すれば，改革後でも小さい。現存する

世代から近い将来までの世代については，負担

格差を縮小する改革になるのである。

さらに本稿では，２００５年１２月に公表された新

しい人口推計に基づくシミュレーションもおこ

なった。新しい推計では，少子化の一層の進展

が見込まれているが，このことは医療・介護保

険を均衡財政で運営した場合の保険料負担のピ

ークを３．１２％ポイント引き上げる。一方，積立

方式への移行を図る改革での移行期の保険料は

１．２３％ポイントの上昇にとどまり，積立方式が

人口変動リスクのいくらかを吸収していること

がわかる。生涯負担率で見ても，新しい人口推

計のもとでは，将来世代は積立方式への移行に

よって，より大きく負担が軽減されることが示

された。

具体的な制度設計について，事前積立をおこ

なう制度を個人勘定とするか，制度ごとの団体

型勘定とするか，制度全体の勘定とするか，の

選択肢についての検討をおこなった。政策目的

が医療・介護サービスへの平等なアクセスの確

保にあるので，制度のなかに強制加入で定額給

付を実現するための所得再分配制度を内包する

必要がある。個人勘定や団体型勘定はこのよう

な分配をおこなうことが困難である。将来の予

測が変化した場合に積立型の保険料を変更しな

ければならないとき，個人勘定では対応が困難

になる事態が発生するかもしれない。制度全体

の勘定を創設する場合には，現行制度を１つに

統合した上で，そこで貯蓄する方法は移行費用

が大きい。移行費用を抑える改革としては，岩

本（１９９６）で提唱されたリスク調整をおこなう

財政調整勘定が同時に事前積立をおこなう方法

が考えられる。

補論 制度改革による医療・介護費用の節約

Ⅲ節のシミュレーションで考慮の対象とした

制度改革は，（１）２００６年度診療報酬改定，（２）２００６

年度介護報酬改定，（３）老人自己負担率引き上げ

（２００８年４月），（４）幼児自己負担率引き下げ（２００８

年４月），（５）療養病床入院患者の食住費除外

（２００６年１０月），（６）療養病床再編，（７）生活習慣病

の予防，（８）介護予防，である。一連の医療・介

護保険制度改革の効果については，以下のよう

な手順で推計した。

このうち，（１）および（５）～（７）については，それ

ぞれの改革による年齢別医療費削減額を改革前

（２００５年度）の年齢別医療費で除して，改革に

よる医療費削減率をそれぞれ求め，２００６年度以

降の年齢別医療費予測額（改革前）に削減率を

乗じることで制度改革後の医療費予測額を年齢

別に推計した。また同様に，（２），（６），（８）につい

ては，それぞれの改革による年齢別介護費用削

減率を２００６年度以降の年齢別介護費用予測額

（改革前）に乗じることで，制度改革後の介護

費用予測額を年齢別に推計した。（３）および（４）に

関しては，自己負担率変更に伴う医療給付費の

変化を推計した。

具体的な改革効果の推計方法は以下の通りで

ある。

（１）２００６年度診療報酬改定

２００６年度の診療報酬改定率は，診療報酬本体

の改定でマイナス１．３６％，薬価等の改定でマイ

ナス１．８％，合計でマイナス３．１６％の改定とな

った。推計では，２００６年度以降は各年齢別医療

費がそれぞれ３．１６％減少するものとして，制度

改革前の各年齢別医療費に減少率を乗じて，改

定後の各年齢別医療費とした。

（２）２００６年度介護報酬改定

２００６年度の介護報酬改定率は，在宅分で平均

医療・介護保険への積立方式の導入
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マイナス１％（うち在宅軽度で平均マイナス

５％，在宅中重度で平均プラス４％），施設分

で平均ゼロ％，合計でマイナス０．５％の改定と

なった。推計では，２００６年度以降は各年齢別介

護費用がそれぞれ０．５％減少するものとして，

制度改革前の各年齢別介護費用に減少率を乗じ

て，改定後の各年齢別介護費用とした。

（３） 老人自己負担率引き上げ

２００６年度の健康保険法等の一部改正にともな

い，２００８年４月より，７０歳から７４歳までの高齢

者の患者負担が１割から２割に引き上げられる

こととなった１７）。推計においては，２００８年度以

降の当該同年齢階層の年齢別医療給付費が１割

分の自己負担の引き上げによって削減されるも

のとして，改革後の医療給付費を推計した。

（４） 幼児自己負担率引き下げ

健康保険法等の一部改正により，２００８年４月

から，乳幼児に対する患者負担軽減（２割負担）

の対象年齢が，３歳未満から義務教育就学前ま

で拡大されることとなった。推計においては，３

歳から５歳までの自己負担率が２００８年度以降は

１割分引き下げられ，その分同年齢階層の年齢

別医療給付費がその分増加するものとして，改

革後の医療給付費を推計した。

（５） 療養病床に入院する高齢者の食費・居住費

の負担見直し

同じく，健康保険法等の一部改正により，２００６

年１０月より，療養病床に入院する高齢者の食費

・居住費の見直しがおこなわれ，原則として給

付対象から外された。見直しの対象者は，療養

病床に入院する７０歳以上の高齢者で，食材料費

及び調理コスト相当として４．２万円，光熱水費

相当として１．０万円，合計５．２万円を負担するこ

ととされた。

見直し前の負担（食材費相当）は２．４万円と

されているので，今回の見直しによる入院患者

１人当たりの負担の増加分は，２００６年度につい

ては年１６．８万円増（１０月から３月の６ヶ月につ

いて月２．８万円増），２００７年度以降は年３３．６万円

増となる。

今回の療養病床入院患者を対象とする食費・

居住費の負担見直しが７０歳以上の年齢階層別医

療費に与える影響を以下のように推計した。ま

ず，２００５年の『患者調査』（厚生労働省）の推

計入院患者数（病院－一般診療所・病床の種別

・性・年齢階級別〔１上巻第１３表〕）から，医

療保険適用療養病床への年齢階層別入院患者比

率を求め，それに入院受療率（人口１０万対〔１

上巻第４表〕）を乗じて，７０歳以降の５歳刻み

（９０歳以降は１区分）の医療保険適用療養病床

の入院患者比率（対人口）を求めた。

つぎに，２００６年度以降も療養病床の入院患者

比率が変わらないものとして，患者１人当たり

の負担増加分と年齢階層別入院患者比率と将来

推計人口をかけ合わせ，年齢別の食住費負担増

の総額を求めた。

（６） 療養病床再編

健康保険法等の一部改正では，２０１２年度まで

に介護療養型医療施設を廃止することも決定さ

れた。厚生労働省による，「療養病床再編に関

する説明会（２００６年４月１３日）」資料によれば，

その概要は以下のようになる。

現在２５万床ある医療保険適用病床（以下，

医療病床）と１３万床ある介護療養型医療施

設（介護保険適用病床〔以下，介護病床〕）

を，２０１２年度には，医療病床１５万床，老人

保健施設１５～１７万床，ケアハウス・有料老

人ホーム等６～８万床へと再編する。再編

により，一部の医療病床とすべての介護病

床は老人保健施設等に移行することになる

が，経過措置としてそれぞれ，介護保険移

１７）同改正により，２００６年１０月から，現役並み所得をもつ７０歳以上の高齢者の窓口負担額が２割から３割に引
き上げられた。ただし，公的年金等控除の縮減及び老年者控除の廃止に伴い，新たに現役並み所得者に移行
する者については，２００６年８月から２年間，自己負担限度額を一般並みに据え置く激変緩和措置がとられた。
また同時に，自己負担限度額の見直しも行われたが，これらは推計の対象外とした。

医療・介護保険への積立方式の導入
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行準備病棟，経過型介護療養型医療施設を

設け，円滑な移行を図る。病床の再編に伴

い入院患者の振り分けも必要となるが，中

央社会保険医療協議会で示された医療の必

要度（医療区分１：軽度，医療区分２・３：

中重度）に応じて，医療区分２・３の者に

ついては医療病床で受け入れ，軽度とされ

る医療区分１のものについては介護病床で

受け入れる。

療養病床再編による給付費の増減額は，再編

完了時点で医療給付費がマイナス４，０００億円，

介護給付費がプラス１，０００億円となるという試

算も示されている。（「療養病床の再編について」

療養病床の再編成を踏まえた地域ケア体制の整

備に関するブロック別意見交換会［２００６年８月

８日～１１日］資料）。

本稿では，以下のような手順で療養病床再編

にともなう医療費及び介護費用の年齢別の増減

額を推計した。

衢．病床再編による２０１２年度までの病床数の

推移を推計。

衫．『病院報告』，『医療施設動態調査』によ

り２００５年度末の入院患者数を推計。

袁．医療区分１～３に患者数を区分。

衾．２０１２年度に介護療養病床の入院患者がゼ

ロになるように，介護療養病床における医

療区分２・３の者は医療保険適用療養病床

へ，医療区分１の者は老健施設，ケアハウ

ス等へ，毎年度同数が移動するものとして，

各施設における入院患者数を医療区分ごと

に推計１８）。

袞．平均在院日数が毎年度同日数ずつ短縮さ

れ，２０１２年度には平均在院日数が２割短縮

されるものとして入院患者数（医療区分２

・３の者）の減少を推計。

衵．療養病床における医療区分ごとの１人当

たり医療費，介護施設の１人当たり費用額

から，毎年度の医療費および介護費用を推

計。病床再編が行われなかった場合との差

額を算出。

衽．２００５年の『患者調査』より療養病床入院

患者の年齢階層別内訳を，２００４年の『国民

健康保険医療給付実態調査』より入院期間

３か月以上の者の年齢階層別１日当たり点

数の加重平均をとり，病床再編による医療

費差額，介護費用差額を年齢階層ごとに按

分。

それぞれの手順は，具体的には下記のように

なる。

衢．『医療施設動態調査（平成１８年３月分概数）』

（厚生労働省）によれば，療養病床は全体で

３８１，５９２床（うち病院が３５７，９７１床，診療所が

２３，６２１床）であるが，その内訳は報告されて

いない。

『病院報告』では，２００６年１月分より，介

護療養病床について病院・診療所における一

日平均患者数と，月末病床利用率が報告され

ている。１日平均患者数と月末在院患者数が

ほぼ等しいと仮定すれば，１日平均患者数を

月末病床利用率で除することで，病院および

診療所における介護療養病床の月末病床数を

それぞれ推計できる。誤差を考慮して，２００６

年１月から３月までの算術平均をとり，介護

療養病床数とした。また，医療病床の月末病

床数は，療養病床全体の病床数から介護療養

病床数を減じることで求めた。

こうして求めた病院・診療所別・病床区分

別の医療病床数および介護病床数の内訳を用

いて，『医療施設動態調査（平成１８年３月分

概数）』の療養病床数を按分することで，平

成１７年度末時点での推計病床数を求めた１９）。

１８）２００７年４月に厚生労働省が公表した「医療費適正化に関する施策についての基本的な方針（案）」では，
医療区分２の３割は介護保険施設等に移動すると想定されるなど，２００６年に公表された資料の内容と変更が
生じてきている。この方針は２００６年のデータをもとに試算がおこなわれているが，すでに同年４月の診療報
酬改定の影響を受けて，療養病床数の減少や患者の医療区分別の内訳に変化が生じている。本稿は２００６年５
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衫．衢．で求めた医療病床数と介護病床数にそ

れぞれの病床利用率を乗じて入院患者数を求

めた。ただし，『病院報告』では，月末病床

利用率は療養病床全体と介護療養病床につい

てのみ報告されており，医療病床の病床利用

率は分からない。さらに，介護病床の利用率

も病院と診療所に区分して報告されている。

病院と診療所を合わせた病床利用率を求める

ため，衢．で求めた病院・診療所別の医療病

床数および介護病床数で，一日平均患者数を

除したものを病床数で加重平均し，２００６年１

～３月分の算術平均をとったものを，病床別

の病床利用率とした。医療病床については

９１．９％，介護病床については９２．７％となった。

こうして求めた病床利用率を iの医療病床

数と介護病床数にそれぞれ乗じて，２００５年度

末における病床別の在院患者数（医療病床が

２３８，６７１人，介護病床が１１２，９１５人）を求めた。

袁．衫．で求めた病床別の在院患者数について，

厚生労働省の資料に示された病床別の医療区

分別患者比率で按分し，２００５年度末時点での

医療区分１～３それぞれの在院患者数を求め

た２０）。

衾．介護病床から毎年度同数が別施設に移動

し，２０１２年度に介護療養病床の入院患者がゼ

ロになると仮定して，介護病床の在院患者数

の推移を医療区分ごとに計算した。介護療養

病床における医療区分２・３の者は医療保険

適用療養病床へ，医療区分１の者は老健施設，

ケアハウス等へ，病床数の比率と同じ内訳（老

健施設１６万床，ケアハウス等７万床〔厚生労

働省説明資料の中央値〕）でそれぞれに移動

するものとして，各施設における入院患者数

を医療区分ごとに推計した。

袞．月例の『病院報告』で報告されている病院

・診療所別一日平均患者数で病院・診療所別

平均在院日数を加重平均して，２００５年３月時

点での療養病床全体の平均在院日数（約１６３．６

日）を求めた。厚生労働省の平均在院日数短

縮目標を参考に，２００６年度以降毎年同じ日数

ずつ平均在院日数が縮減し，再編完了時点

（２０１２年度）までに２００５年度末時点の８割と

なるものとし，それと比例的に医療区分２・

３の入院患者数が減少するものと想定した。

再編完了時点では，医療区分２の入院患者が

１０３，６３８人，医療区分３の入院患者が２９，８３９

人という推計となった。

衵．療養病床再編による医療費・介護費用の増

減を推計するためには，療養病床入院患者に

ついての患者１人当たり医療費が必要である。

医療病床については，中医協資料に，医療区

分別・ADL区分別の患者１人１日あたり費

用と療養病棟入院基本料がある２１）。これらの

数値を月額に変換し，医療区分別・ADL区

分別患者数構成比で加重平均することで，医

療区分別の患者１人当たり医療費月額を求め

た。医療区分１の者が３６７，３００円，医療区分

２の 者 が５６４，９００円，医 療 区 分３の 者 が

７７７，９００円となった。

介護病床については，介護病床と医療病床の

医療区分別１人当たり医療費が比例関係にある

と想定し，介護病床の入院者内訳で加重平均し

たものが，『介護給付費実態調査月報（平成１８

年４月審査分）』にある介護療養施設サービス

月の「社会保障の給付と負担の見通し」の時点での制度改革の内容を織り込むことが趣旨であるので，当初
の計画に沿った設定を採用することとした。

１９）このような手順で求めた２００５年度末時点での推計病床数は，医療病床が２５９，８３４床，介護病床が１２１，７５８床
となった。これは，厚生労働省の説明資料に示されている数字に比べ，医療病床が約１万床多く，逆に介護
病床が約１万床少ない。

２０）医療病床の入院患者区分については，中央社会保険医療協議会診療報酬基本問題小委員会（第７３回）［２００５
年１１月２５日］資料より。介護病床の入院患者区分については，同小委員会（第７４回）［２００５年１１月３０日］資
料より。

２１）中央社会保険医療協議会診療報酬基本問題小委員会（第８８回）［２００６年９月２０日］資料より。
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の受給者１人当たり費用額を再現するよう比例

係数を求め，介護病床の医療区分別１人当たり

費用額を定めた。

将来にわたって患者１人当たり医療費が一定

であるとして，衾．および袞．で求めた患者数

の推移を乗じ，さらに１２倍して年額にすること

で，医療病床および介護病床の費用額総額の推

移を推計した。

再編にともない，老人保健施設等へは現在の

平均よりも費用額の高い者があらたに入所する

ものと考えられる。本稿の推計では，『介護給

付費実態調査月報（平成１８年４月審査分）』か

ら，要介護度４以上の介護福祉施設サービスの

受給者１当たり費用額を計算し，これを老人保

健施設・ケアハウス等入所者の１人当たり費用

額とした。老健施設およびケアハウス等の１人

当たり費用額を１２倍して年額にし，衾．で求め

た入所者数の推移を乗じて費用額総額とした。

以上のようにして求めた療養病床再編による

費用総額と，病床再編がなかった場合との差を，

改革の効果とすると，再編終了時点（２０１２年度）

における改革の効果は，医療が４２９６億円減，介

護が１０７５億円増で，合計で３２２２億円の費用額減

と，厚生労働省側の試算とも整合的な数字とな

った。

衽．衵．までで求めた費用額総額を，以下の方

法で年齢階層別に按分した。療養病床医療費を

分解すると，

療養病床医療費総額

＝
�
年齢別患者数×年齢別患者１人当た

り医療費

＝
�
年齢別患者数×（年齢別在院日数／

年齢別患者数）×年齢別１日当たり医療

費

＝
�
年齢別平均在院日数×年齢別１日当

たり医療費

となる。さらに，年齢別患者数が年齢別平均在

院日数と比例的であるとすると，

療養病床医療費総額

＝
�
�×年齢別患者数×年齢別１日当たり

医療費

となる。すなわち，年齢別の患者内訳と年齢別

の１日当たり医療費が分かれば，その積の集計

値が療養病床医療費総額と一致するような定数
�が定まり，医療費総額は年齢別に按分できる。

年齢別患者内訳については，２００５年の『患者

調査』の「推計入院患者数，病院－一般診療所

・病床の種別×性・年齢階級別（１上巻第１３

表）」より，２００５年１０月時点の医療病床入院患

者の年齢階層別内訳・介護病床入院患者の年齢

階層別内訳をそれぞれ求めた。

療養病床の年齢別一日当たり医療費について

は，直接的なデータが見つからないため，つぎ

のような方法をとった。２００４年の『国民健康保

険医療給付実態調査』の診療の開始月別×年齢

階層別１日当たり点数より，入院期間３か月以

上の者の年齢階層別１日当たり点数の加重平均

をとることで，療養病床の年齢別１日当たり医

療費とした。

こうして求めた年齢階層別患者数と年齢階層

１日当たり医療費の積のシェアにより，病床再

編による医療費削減額，介護費用増加額を年齢

階層ごとに按分した。

最後に，これら年齢階層別の増減額を改革前

（２００５年度）の年齢別増減額で除して，増減率

を求めた。

（７） 生活習慣病

厚生労働省の「医療制度構造改革試案」（２００５

年１０月）によると，生活習慣病対策による医療

費削減額（名目値）は，２０１５年度には０．７兆

円，２０２５年度には２．２兆円となると見積もられ

ていた。「社会保障の給付と負担の見通し」の

２００６年５月推計では，制度改革前の名目医療費

は２０１５年度には４０兆円，２０１５年度には５６兆円に

なると予測されており，生活習慣病対策による

削減率は，それぞれ２０１５年度が１．８％，２０２５年

度が３．９％となる。

本稿の推計では，２００６年度における削減率を

ゼロとし，それ以降毎年一定の値で２００５年度の

数値に対する削減率が上昇し，２０１５年度には削
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減率が約１．８％となるように，また，２０１５年度

以降も同様に，毎年一定の値で２００５年度の数値

に対する削減率が上昇し，２０２５年度には削減率

が約３．９％となるような，医療費の削減スケジ

ュールを組み込む。

生活習慣病対策は主に高齢者の医療費削減に

つながることから，６５歳以上の医療費が削減さ

れるものと考え，各年度の削減率に各年度の医

療費予測額（改革前）を乗じたものを，各年度

の６５歳以上の医療費予測額（改革前）で除する

ことで，６５歳以上の高齢者医療費の削減率に変

換した。そうして求めた高齢者医療費の削減率

の差分をとって，毎年の削減率の上昇分を計算

すると，最大で０．３５８％ポイント（２００７年度），

最小で０．２６６％ポイント（２０１４年度）となった。

実際のシミュレーションでは，この値を参考

にして，２０２５年度までの毎年の高齢者医療費の

削減率の上昇分を０．３％ポイントと想定した。

その場合，２０２５年度の高齢者医療費は２００５年度

と比較して５．７％の削減となる。それ以降の削

減は生じないものとして，６５歳以降の年齢別医

療費削減率を２１００年度までの各年度について設

定した。

（８） 介護予防

介護予防に関しては，「介護保険制度に置け

る第１号保険料及び給付費の見通し―ごく粗い

試算―」（平成１６年１０月）において厚生労働省

の見通しが示されている。同資料では，介護予

防対策が相当程度進んだ場合（ケースⅠ）と，

介護予防対策がある程度進んだ場合（ケースⅡ）

の２ケースに分けて試算されている。本稿では，

ケースⅠの予測額に沿う形で推計をおこなった。

同資料のケースⅠでは，介護給付費の削減額

は，第３期（２００６～２００８年度）が年０．７兆円，

第４期（２００９～２０１１年度）が年１．３兆円，第５

期（２０１２～２０１４年度）が年１．８兆円と，それぞ

れ試算されている。また，同資料には，改革を

行わない場合の給付費の見通しも合わせて示さ

れており（それぞれ第３期が７．２兆円，第４期

が８．８兆円，第５期が１０．６兆円），それぞれの期

の削減率は順に，９．７％，１４．８％，１７．０％とな

る。

推計の準備として，それぞれの期の中央値を

とり，２００４年度の削減率をゼロとし，２００７年度

に２００４年度に対する削減率が９．７％，２０１０年度

の削減率が１４．８％，２０１３年度の削減率が１７．０％

となるものとし，それらの間の年度については，

毎年同じ値だけ削減率が上昇するものと想定し，

各年度の削減率を求めた。さらに削減率の差分

をとって，毎年度の削減率の上昇分を求める

と，２００５年度から２００７年度までが約３．２％，２００８

年度から２０１０年度までが約１．７％，２０１１年度か

ら２０１３年度までが約０．７％となった。

実際のシミュレーションでは，この値を参考

に，２００５年度からの３年間は毎年３．２％ポイン

トずつ，２００８年度からの３年間は毎年１．７％ポ

イントずつ，２０１１年度からの３年間は毎年０．７％

ポイントずつ，削減率が上昇するものと想定し，

各年度の削減率を推計した。なお，２０１４年度以

降は削減率が一定（１６．８％）となるものとした。
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